
上島町天然更新完了基準書 

 
 

伐採跡地における、天然更新の完了を判断する基準は、この基準書により実

施するものとする。 

  
１ 更新対象地 
  本基準の対象とする森林は、「伐採及び伐採後の造林の届出書」及び「森林

経営計画書」において天然更新を実施予定とする伐採跡地、更新状況を判定

する必要がある過去の伐採跡地等のほか、人工造林を計画したが結果的に天

然更新が進行した箇所や、気象害等の被害跡地において天然更新が進行した

箇所とする。 
  なお、市町村森林整備計画で定められる「植栽によらなければ適確な更新

が困難な森林」では、天然力による更新が期待できないため、原則として、

天然更新を計画しないものとする。 

 
２ 更新対象樹種 
  後継樹の天然更新対象樹種は、シイ類、カシ類、ナラ類（ウバメガシを含

む）、シデ類、タブノキ類、マツ類等高木性及び小高木性の別表―１に掲げる

樹種とする。ただし、当該樹種に近縁で生態的性質が同一の種を含むものと

する。 

 
３ 天然更新及び天然更新補助作業 
（１）天然更新及び天然更新補助作業の標準的な方法は、次のとおり定めるも

のとする。 
ア． 天然更新の標準的な方法 
【天然下種更新】 

天然力により種子を散布し、その発芽、成長を促して更新樹種を成立

させるために行うものとする。 
【ぼう芽更新】 

樹木を伐採し、その根株からのぼう芽を促して更新樹種を成立させる

ために行うものとする。なお、ぼう芽更新の場合、別表－１に示す「ぼ

う芽更新が期待できない樹種」は避けること。また、更新が完了してい

ない若齢な広葉樹林や大径化した広葉樹二次林（根元直径 40cm 以上、お

おむね 80 年生以上）は、ぼう芽更新が不可能な森林として扱うのが適当

である。 



 
イ．天然更新補助作業の標準的な方法 
【地表処理】 

ササや粗腐植の堆積等により天然下種更新が阻害されている箇所につ

いて、種子の確実な定着と発芽を促し、更新樹種が良好に生育できる環

境を整備するために地表かき起こし、枝条整理等を行うものとする。 
【刈出し】 

ササ、低木、シダ類、キイチゴ類、高茎草本等の競合植物により更新

樹種の生存、生育が阻害されている箇所について刈払い等を行うものと

する。 
【植込み】 

更新樹種の生育状況等を勘案し、天然更新が不十分な箇所に必要な本

数を植栽するものとする。 

 
（２）自然に推移させると更新の完了した状態にならないと判断される場合に

は、天然更新補助作業を実施するものとする。 

 
４ 更新が完了した状態（更新完了基準） 
（１）更新対象樹種の樹高については、次の条件をすべて満たす幼樹、若齢木、

ぼう芽等を以って対象個体とする。 
  ア．樹高が０．３ｍ以上であること。 

イ．周囲にススキ、シダ等の競合する草本植生がある場合には、その競合

種の草丈に１０ｃｍ以上の余裕高を含めた樹高を有していること。 

   
（２）更新においては、期待成立本数をヘクタール当たり７，０００本とし、

その１０分の３であるヘクタール当たり２，１００本を天然更新すべき立木

の本数とする。このとき、５の更新調査により、ヘクタール当たり３，００

０本以上成立する割合となるプロット数が、全プロット数の７０％以上（出

現率７０％以上）となる状態をもって更新完了とする。ただし、この場合、

尾根部、中腹部、沢部において極端な偏りがあってはならない。 
また、植栽等の追加的な更新補助作業の実施により、出現率７０％以上の

状態が確保された場合には、その時点をもって更新完了とみなす。 

 
（３）上記の条件を満たす場合であっても、獣害等により健全な生育が期待で

きない恐れがある場合には、適切な対策を実施すること。 

 



 
５ 更新調査 
（１）調査は、「伐採及び伐採後の造林届出書」の受け付け機関及び「森林経営

計画の認定機関」等が行い、更新が完了した状態を確認する。 
（２）更新調査は、次の対象面積区分ごとの方法で実施する。 
  ア．対象面積が１ｈａ未満の場合 

 原則として目視による調査を行い、明らかに更新の判定基準を満たし

ていれば完了とする。この場合、写真を記録に用いること。ただし、容

易に判別できない場合には、イ．に示す方法に準じること。 
  イ．対象面積が１ｈａ以上５ｈａ未満の場合 

 対象森林を尾根部、中腹部、沢部に分け、それぞれに帯状標準地（２

ｍ×３０ｍ）を設定し、この標準地の中に、３個から４個の調査プロッ

ト（２ｍ×５ｍ）を任意に設け、合計１０個（尾根部３個、中腹部４個、

沢部３個など、地形等に応じて適宜）の調査プロットを設定する。個々

の調査プロットに、３本以上の更新樹種が確認できればそのプロットは

更新成立とし、出現率７０％以上（更新成立プロットが７個以上）で更

新完了とする。 
  ウ．対象面積が５ｈａ以上の場合 

 ５ｈａごとにイ．の方法を繰り返し実施するものとする（例：１２ｈ

ａの場合、５ｈａ、５ｈａ、２ｈａに分けるなど）。この場合、それぞれ

で更新完了を確認することが必要であり、更新が完了されていない場合

は、当該部のみを未完了とみなす。 
  エ．その他 

 イ．及びウ．においては、明らかに更新の判定基準を満たしている場

合には目視による調査も可能とするが、１ｈａごとに更新の状況を判定

し、また、更新の状況が明確に分かる写真を記録に用いること。また、

更新が完了されていない箇所が内在する場合には、適宜完了地・未完了

地を分割して整理すること。 
（３）調査は、伐採が終了した日を含む年度の翌年度の初日から起算して５年

を経過する日までに行うものとする。 
ただし、ぼう芽更新の場合、ぼう芽稚樹の成長に優劣が出てくる伐採後

１年から２年までの間に目視調査を行い、天然更新補助作業の必要性を判

断する方法も併せて検討すること。 
（４）更新調査野帳の様式については、別紙のとおりとする。 
（５）調査における樹木の判別などは、必要に応じて林業普及指導員等の協力

を得て実施することができる。 



 
６ 更新が未完の場合 
  ５の調査により、更新が未了と判断された場合にあっては、伐採が終了し

た日を含む年度の翌年度の初日から起算して７年を経過する日までに天然更

新すべき立木の本数を満たすよう天然更新補助作業または植栽を行うものと

し、実施後に改めて更新調査を行うものとする。 

 
７ 記録の保管 
  更新調査を実施した場合は、確認調査後、野帳若しくは写真を５年間保管

しておくものとする。 

 
８ その他 
  本基準書は、愛媛県における天然更新の完了の判断に必要な事項やその具

体的な指針を定めるものであるが、伐採及び伐採後の造林の届出、森林経営

計画並びに無届伐採に関する命令等の基準は、市町村森林整備計画に依拠し

ており、天然更新完了基準書の内容が市町村森林整備計画に反映されること

により基準として効力を持つものである。 


